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1．資源の状態 

概要 

対象種の資源生物研究・モニタリング（1.1） 

 クロマグロは重要な水産種であり、資源生態に関する調査研究は古くから積極的に進めら

れてきた。分布・回遊、年齢・成長・寿命、成熟・産卵に関する知見は、学術論文や報告書と

して豊富に蓄積されており、資源評価の基礎情報として利用可能である。漁獲量・努力量デ

ータの収集、定期的な科学調査、漁獲実態のモニタリングも毎年行われている。このように

定期的に収集される漁業調査データに基づき、四半期別・漁法別漁獲量、各漁業による漁獲

物の体長頻度データ、及び標準化された資源量指数が推定され、統合モデルを使用した資源

評価が 2 年ごとに実施されている。資源評価の内容は北太平洋まぐろ類国際科学委員会（ISC）

で検討するとともに、「太平洋クロマグロの資源・養殖管理に関する全国会議」で参加者に説

明され、算定された ABC（生物学的許容漁獲量）は、水産政策審議会を通じて TAC（漁獲可

能量）設定などの漁業管理に反映される仕組みが確立されている。 

 

資源の水準・動向（1.2） 

 最近年（2016）年の親魚資源量は約 2.1 万トンであり、2010 年の歴史的最低水準（約 1.2 万

トン）から徐々に増加している。 

 

漁業の影響（1.3） 

 2016 年の親魚資源量について、一般的に用いられている管理基準値と比較すると「減り過

ぎ」、漁獲圧も一般的に用いられている管理基準値と比較すると「獲り過ぎ」の状態であると

される。ISC（北太平洋まぐろ類国際科学委員会）は、WCPFC および IATTC（全米熱帯まぐ

ろ類委員会）の現行の保存管理措置に基づく漁獲シナリオでの親魚資源の将来予測を実施し、

低水準の加入が今後継続すると仮定した場合でも、現行管理措置の下では、2024 年までに暫

定回復目標である歴史的中間値以上に親魚資源が回復する可能性が 98%であることを示した。

中西部太平洋水域においては、2014 年の WCPFC で、1) 親魚資源量を 2024 年までに、少な

くとも 60%の確率で歴史的中間値まで回復させることを暫定回復目標とする、2 30kg 未満の

小型魚の漁獲量を 2002～2004 年平均水準から半減させる、3) 30kg 以上の大型魚の漁獲量を

2002～2004 年平均水準から増加させない、等を内容とする保存管理措置が採択されている。 

 

評価範囲 

① 評価対象魚種の漁業と海域 

 評価対象魚種のクロマグロは北太平洋が資源評価対象海域である。 



 
 

6

 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 北太平洋まぐろ類国際科学委員会（ISC）が各国の漁獲統計資料を収集している。 

 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 北太平洋まぐろ類国際科学委員会が漁期年で 1952 年（1952 年 7 月）から四半期別・漁法別

漁獲量、各漁業による漁獲物の体長頻度データ、及び標準化された資源量指数などの資源評

価資料を収集している。 

 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集する。 

 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など対象魚種の生物に関する基本的情

報が不可欠である（田中 1998）。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するために必要な、生

理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.3 の 3 項目について評価する。

評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③成熟と産卵である。個別に採

点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 太平洋に分布するクロマグロは主に北緯 20～40 度の温帯域に分布するが、熱帯域や南半球

にもわずかながら分布がみられる。産卵期及び産卵場は、4～7 月に南西諸島周辺海域を中心

とした日本の南方～台湾の東沖、7～8 月に日本海南西部と考えられている（米盛 1989）。0～

1 歳魚は、夏季に日本沿岸を北上し、冬季に南下する（Inagake et al. 2001、Itoh et al. 2003）。2

～3 歳魚は北西太平洋を主な分布域とし、春季に黒潮続流域を西進、夏季に三陸沖を黒潮分派

に沿って北上、秋季に親潮前線に沿って東進、冬季に日付変更線付近で黒潮続流域に向かっ

て南下、という海洋構造に応じた時計回りの回遊パターンを示す（Inagake et al. 2001）。しか

し、個体によっては日付変更線付近まで移動しない場合や、半年～数年間沿岸の同一箇所に

滞在し続ける場合もあり、個体ごとの回遊パターンに大きな違いが認められる。未成熟魚の

一部には、太平洋を横断して東部太平洋に渡り、北米西岸を南北に回遊をしながら数年滞在

した後、産卵のために西部太平洋へ回帰するものがあることも知られている。産卵後、親魚

の多くは北太平洋北部の沖合に索餌回遊すると考えられているが、一部の親魚はさらに南方

あるいは黒潮沿いに東方へ移動する（伊藤 2006）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利 用 で き

る 情 報 は

ない 

生活史の一部の

ステージにおい

て、把握され、十

分ではないが、い

くつかの情報が

利用できる 

生活史のほぼ全

てのステージに

おいて把握され、

資源評価に必要

な最低限の情報

がある 

生活史の一部の

ステージにおい

て、環境要因によ

る変化なども含

め詳細に把握さ

れ、精度の高い情

報が利用できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 近年の耳石を用いた研究により年齢と成長に関する知見が蓄積され、高齢魚の年齢推定が

大幅に改善された（Shimose et al. 2008、Shimose et al. 2009）。2013 年 11 月には太平洋クロマ

グロと北太平洋ビンナガの年齢査定に関するワークショップが開催され、両種の年齢査定技

術の確立が図られた（ISC 2013、Shimose and Ishihara 2015）。さらに、この年齢査定方法の妥

当性について、放射性炭素同位体を用いた検証によって確かめられている（Ishihara et al. 2017）。

以前から漁獲物測定データのモード（最頻値）と成長式から計算された 5 歳前後までの若齢
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魚の体長が一致しないことが指摘されてきたが、0 歳魚耳石日輪データの導入とモデリング

の改善及びデータの重み付けにより、観測値をよく再現できるよう成長式の改善が図られた

（Fukuda et al. 2015）。本種は、若齢期に急激に成長して 5 歳で尾叉長約 160cm に達し、それ

以降は成長速度が遅くなって 8 歳で約 200cm、12 歳で極限体長の 90%である 226cm になる。

寿命は 20 歳以上と考えられ、漁獲物の最大体長は 300cm 以上に達する。以上より 4 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.1.1.3 成熟と産卵 

 本種は一産卵期に数回産卵する多回産卵魚であり、卵は直径約 0.7～1mm である。産卵数

は体長に伴って増加する（Chen et al. 2006）。個体ごとの産卵継続期間や産卵回数などは不明

であるが、本種の産卵間隔は台湾～南西諸島近海では平均 3.3 日（Chen et al. 2006, Ashida et al. 

2015）、日本海では平均 1.1～1.2 日（Tanaka 2011, Okochi et al. 2016）と報告されている。産卵

水温は、台湾～南西諸島近海では表層水温約 26～29℃と報告されている（Chen et al. 2006, 

Suzuki et al. 2014）。一方、日本海における産卵開始水温は 20℃前後（Tanaka 2011, Okochi et al. 

2016）と南西海域での水温より低いことが報告されている。成熟サイズについては、日本海

では産卵期に漁獲された体重 30 kg 程度（約 3 歳魚に相当）の標本の約 8 割が成熟していた

が（Tanaka 2006）、東部太平洋では同サイズの個体による産卵は確認されていない。また日本

の南方～台湾東沖で漁獲されるのは、ほとんどが体重 60 kg 以上（5 歳以上に相当）の成熟個

体である。以上の知見に基づき、現在の資源評価では、3 歳で 20%、4 歳で 50%、5 歳以上で

100%を成熟割合としている。なお、南西海域の産卵群について、雄が先に来遊する傾向が認

められること、最大サイズにわずかに雌雄差が認められることが最近報告された（Shimose et 

al. 2016）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握され

精度の高い十分な情

報が利用できる 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査によって、対象魚種の把握並びに資

源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリングの実施項目及び

期間について、1.1.2.1～1.1.2.4 の 4 項目に関する資源評価の実施に必要な情報が整備されて
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いるかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁獲量の把握、③漁獲実態調

査、④水揚物の生物調査、である。個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。

ここで言う期間の長短とは、動向判断に必要な 5 年間または、3 世代時間（IUCN 2019）を目

安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 調査船により仔魚稚魚の分布生態調査、ひき縄漁船による加入量調査、ひき縄・定置網に

よる標識調査などが実施されている(国際水産資源研究所 2017、Ohshimo et al. 2017)。以上よ

り 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

調査なし 対象種の生息

範囲において

過去に実施し

たことがある 

対象種の生

息範囲にお

いて不定期

に実施して

いる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源のい

くつかの項目の経年

変化が把握できる 

対象種の生息範囲に

おいて定期的に実施

しており、資源の多

数の項目の経年変化

が把握できる 

 

1.1.2.2 漁獲量の把握 

 年間漁獲量は 0.9 万～4 万トンの間で変動している（図 1.1.2.2）。1981 年に 3.5 万トンを記

録した後、1988 年に 0.9 万トンまで落ち込んだ(中塚ほか 2019)。漁獲の多くがまき網やひき

縄で漁獲される未成魚であるため、加入変動が漁獲量変動の要因の一つと考えられている。

以上より 5 点を配点する。 

図 1.1.2.2 太平洋クロマグロの漁法別漁獲量の推移（1952～2017 年） 
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1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は

不明であ

る 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握

できているが、総漁獲量に

ついては把握できていない 

総漁獲量が

短期間把握

できている 

総漁獲量が長期

間把握できてい

る 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 国の委託事業として水産研究・教育機構、及び関係道県により毎年漁獲実態調査が実施さ

れている(中塚ほか 2019)。また外国の漁獲実態についてはクロマグロ作業部会の場で情報が

交換されている(ISC 2018)。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 国の委託事業として水産研究・教育機構、及び関係道県により毎年漁獲物の生物調査が実

施されている(中塚ほか 2019)。また外国で行われた生物調査についてはクロマグロ作業部会

の場で情報が交換されている(ISC 2018)。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したかを把握し、ま

た、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析することであり、

資源（漁業）管理のための情報として非常に重要である（松宮 1996）。資源評価方法、資源評

価結果の客観性の 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 資源評価では、統合モデルの Stock Synthesis ver. 3.24F（SS、Methot and Wetzel 2013）を用い

た。使用したデータは、漁期年で 1952 年（1952 年 7 月）から 2016 年（2017 年 6 月末）まで

の四半期別・漁法別漁獲量、各漁業による漁獲物の体長頻度データ、及び標準化された資源

量指数である。資源量指数として、大型魚については日本の近海はえ縄 CPUE（1952～1973

年、1974〜1992 年）、沿岸はえ縄 CPUE（1993～2016 年）、台湾のはえ縄 CPUE（2000～2016

年）、並びに 0 歳魚については五島周辺・対馬海峡で漁獲が行われるひき縄 CPUE（1980～2016

年）を使用した。SS を用いた資源評価のモデリングに必要な、成長式と体長・体重関係式、
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年齢別の自然死亡係数や成熟率などの本種の生物学的な仮定には、本種あるいは近縁のマグ

ロ属魚類における生物学研究で得られた知見を用いた（ISC 2018）。以上より評価手法 1 によ

り判定し、5 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

詳細に解析した現

存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

詳細に解析した

CPUEの経年変化

により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 調査に基づき資

源評価が実施さ

れている 

精度の高い調査に

基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 北太平洋まぐろ類国際科学委員会（ISC）のクロマグロ作業部会が資源評価を実施し、報告

書を本会議に提出し、参加加盟国による議論および環境保護団体等によるコメントを受け付

けている。報告書は本会議で承認後、ISC のホームページで公開している。また中西部太平洋

まぐろ類委員会および全米熱帯まぐろ類委員会でも議論されている。さらに国内的には水産

庁の主催の「太平洋クロマグロの資源・養殖管理に関する全国会議」を開催し、参加者に説

明している（水産庁 2018b）。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場

が非公開であり、

報告書等の査読も

行われていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1対象種の資源水準と資源動向 

 資源評価から得られる水準と動向の情報は、対象資源の生物学的側面にとどまらず、社会、

経済にも直結する重要な情報である。このため、資源評価結果から得られる資源水準と動向

については単一項目として評価する。我が国では ABC 算定のための基本規則を制定し、資源

水準と動向を組み合わせた資源評価を実施してきた（水産庁・水産総合研究センター 2016）。

本評価では、同規則に従い対象資源の資源水準（高位、中位、低位）と動向（増加、横ばい、
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減少）の組み合わせより、資源状態を評価する。ここで、資源水準とは、過去 20 年以上にわ

たる資源量（漁獲量）の推移から「高位・中位・低位」の 3 段階で区分したもの、動向とは

資源量（資源量指数、漁獲量）の過去 5 年間の推移から「増加・横ばい・減少」に区分した

ものと定義する。 

 親魚資源量は、1960 年前後、1990 年代中頃をピークとする変動傾向を示している。親魚資

源量が歴史的に最大となったのは 1960 年代で、日本のはえ縄の資源量指数と同じ傾向を示し

ている。近年の親魚資源量は、1990 年代中頃のピークから 2010 年まで徐々に減少した後、

徐々に回復している。最近年（2016 年）の親魚資源量は約 2.1 万トンで、評価期間（1952～

2016 年）の最低値（2010 年；約 1.2 万トン）の 2 倍に近い水準となった（図 1.2.1 上）。2014

年の加入量は過去最低レベルであったが、2015 年はこれを上回り、2016 年は過去の平均を上

回る加入が推定された（図 1.2.1 下）（中塚ほか 2019）。以上より 2 点を配点する。 

図 1.2.1 太平洋クロマグロの親魚資源量（1952～2016 年）（上図）と加入量（1952～2016 年）（下図）

のトレンド。赤色の実線は最尤法による点推定値、上下の点線はパラメトリックブートストラップ法

により計算した 90%信頼区間の端点。（ISC による公表値に基づく） 
 

1点 2点 3点 4点 5点 

低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 
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1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 ISC は、最近年（2016 年）の親魚資源量について、一般的に用いられている管理基準値と

比較すると「減り過ぎ」の状態であり、漁獲圧も一般的に用いられている管理基準値と比較

すると「獲り過ぎ」の状態であるとした(ISC 2018)。以上より評価手法 1 により判定し、1 点

を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① Bcur ≦ Blimit 

Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ＞ Flimit または 

Bcur ≦ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 

Fcur ≦ Flimit 

② Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

③ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

④ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 ISC は、WCPFC および IATTC の現行の保存管理措置（WCPFC CMM2017-08、IATTC 

Resolution C-16-03）に基づく漁獲シナリオにおいて将来の加入量の仮定ごとの親魚資源の将

来予測を実施し(ISC 2018)、低水準の加入（1980 年代の 10 年間の平均加入尾数の約 830 万尾）

が今後継続すると仮定した場合でも、30kg 未満の小型魚の漁獲量を 2002～2004 年平均水準

から半減させる現行管理措置の下では、2024 年までに暫定回復目標である歴史的中間値以上

に親魚資源が回復する可能性が 98%であることを示した（図 1.3.2）。以上より評価手法 1 に

より判定し、5 点を配点する。 

図 1.3.2  親魚資源量の将来予測結果の比較。グラフはシナリオごとの 6,000 回のシミュレーション

結果の中央値であり、計算結果の半数はこれよりも低い。破線は、資源評価期間（1952～2014 年）に

おける歴史的中間値（約 4.1 万トン）（図は ISC 評価結果に基づき水産庁監修のもとで編集）。 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく資源管理、漁業管理のための情報を増大さ

せる一環として位置づけられる（松宮 1996）。漁業管理方策策定における資源評価結果の反

映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 ISC の資源評価を受け、中西部太平洋水域においては、2014 年の WCPFC で、1）親魚資源

量を 2024 年までに、少なくとも 60%の確率で歴史的中間値まで回復させることを暫定回復目

標とする、2）30kg 未満の小型魚の漁獲量を 2002～2004 年平均水準から半減させる、3）30kg

以上の大型魚の漁獲量を 2002～2004 年平均水準から増加させない、等を内容とする保存管理

措置が採択された（中塚ほか 2019）。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業制御規則は

ない 

漁獲制御規則がある

が、漁業管理には反映

されていない 

. . 漁獲制御規則があり、

資源評価結果は漁業管

理に反映されている 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 低水準の加入が今後も継続すると仮定した場合でも、30kg 未満の小型魚の漁獲量を 2002～

2004 年平均水準から半減させる現行管理措置の下では、2024 年までに歴史的中間値以上に親

魚資源が回復する可能性が高いことが示された(ISC 2018)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置は考

慮されていない 

. . . 予防的措置は考

慮されている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 クロマグロについては水温と加入量変動との関連がある程度把握されているが、将来予測

では低水準の加入が今後も継続すると仮定した過去の加入量データが用いられている（中塚

ほか 2019）。以上より 4 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影

響 に つ い て

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影

響が存在する

が、全く考慮さ

れていない 

環境変化の影

響 が 把 握 さ

れ、一応考慮

されている 

環境変化の影響が

把握され、十分に

考慮されている 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 国内においては、小型魚の漁獲を抑制・削減し、大きく育ってから獲ることにより、太平

洋クロマグロの資源管理を推進すること、資源変動の大きい本種の親魚資源量が中長期的（5

～10 年）に適切な変動の範囲内に維持され、これまでの最低水準を下回らないよう管理して

いくこと、を基本的な対応とする「太平洋クロマグロに係る資源管理の実施について」等に

基づき、1）ひき縄などの沿岸漁船の承認制および漁獲実績報告の義務化、2）クロマグロ養

殖場の登録制および実績報告の義務化、3）天然種苗を用いるクロマグロ養殖場の数・生け簀

の規模の拡大防止、などの管理措置が導入されている（水産庁 2010, 2011）。2015 年 1 月から

小型魚は 4,007 トン、大型魚は 4,882 トンの漁獲管理に取り組んでいる。さらに、2017 年 4 月

には資源管理法の対象魚種に指定されると共に、「海洋生物資源の保存及び管理に関する基本

計画」が変更され、クロマグロの TAC が定められた。さらには、「まぐろ資源の保存及び管

理の強化に関する特別措置法」に基づき国内の流通業者（輸入業者、卸売業者）から韓国産

及びメキシコ産の太平洋クロマグロの輸入情報を収集する取組が行われている。以上より 4

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者

の意見は全く取り入れら

れていない、または、資

源評価結果は漁業管理へ

反映されていない 

. 内部関係者の検

討により、策定

されている 

外部専門家を含

めた検討の場が

ある 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU漁業などの考慮 

 本魚種に対しては資源評価に含まれない外国漁船や IUU 漁船の漁獲はほとんどないと考え

られている。また、遊漁については、商業漁業と同等の削減措置を取る方向が示されている

（水産庁 2018a）。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国漁

船、IUUなど

の漁獲の影響

は考慮されて

いない 

遊漁、外国漁船、

IUUなどの漁獲を

考慮した漁業管理

方策の提案に向け

た努力がなされて

いる 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を一部に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を十分に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁

船、IUUなどの

漁獲を完全に考

慮した漁業管理

方策の提案がな

されている 
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